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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第74期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

     ２．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） － － 3,484,280 － － 

経常損益（千円） － － △117,787 － － 

中間（当期）純損益（千円） － － △112,677 － － 

純資産額（千円） － － 1,256,152 － － 

総資産額（千円） － － 2,613,578 － － 

１株当たり純資産額（円） － － 39.87 － － 

１株当たり中間（当期）純損

益（円） 
－ － △3.61 － － 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － 47.6 － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △108,609 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 70,079 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 39,086 － － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ － 67,061 － － 

従業員数 

［外、平均臨時雇用人員］ 

(人) 

－ 

[－] 

－ 

[－] 

159 

[216] 

－ 

[－] 

－ 

[－] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第72期中、第72期、第73期中及び第73期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないた

め記載しておりません。 

     ４．第72期中、第72期の中間（当期）純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損

      失の計上等によるものであります。 

５．第74期中間会計期間より中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、中間キャッシュ・フロー

欄は記載しておりません。 

回次 第72期中 第73期中 第74期中 第72期 第73期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 989,990 3,470,583 3,267,756 4,615,617 7,262,700 

経常損益（千円） △207,588 △105,135 △49,606 △260,700 △26,514 

中間（当期）純損益（千円） △1,010,081 △122,717 △69,766 △1,067,799 △52,424 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 

（発行済株式総数）（株） 

1,699,968 

(31,337,000) 

1,699,968 

(31,337,000) 

1,699,968 

(31,337,000) 

1,699,968 

(31,337,000) 

1,699,968 

(31,337,000) 

純資産額（千円） 1,472,009 1,288,592 1,287,254 1,416,245 1,360,047 

総資産額（千円） 2,263,723 2,761,988 2,605,044 2,714,358 2,782,505 

１株当たり純資産額（円） 47.10 41.26 41.24 45.33 43.56 

１株当たり中間（当期）純損

益（円） 
△36.57 △3.93 △2.23 △36.28 △1.68 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 65.03 46.65 49.41 52.18 48.88 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△193,107 △109,951 － 126,713 32,378 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
104,744 38,062 － △127,498 △19,408 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△809,980 52,052 － △830,313 △41,017 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
27,307 74,716 － 94,553 66,505 

従業員数 

［外、平均臨時雇用人員］ 

（人） 

79 

[116] 

166 

[238] 

129 

[167] 

172 

[211] 

162 

[242] 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、ハム・ソーセージなどの食肉加工品を主力に、その他グラタンなど

のデリカ惣菜等の製造販売を主な事業内容としております。 

当社の親会社等でありますスターゼン株式会社とは、原料肉の購入、製品・商品の販売、配送業務、人事の交流、金

融財政面など全般的に亘る業務提携を行っており、今後もより密接な関係を築いてまいります。 

 

事業系統図は次のとおりです。 

  



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出   

向者を含む。）であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

    ２．当社は平成19年4月に製販分離し、当社の営業部門を親会社及び子会社に譲渡したため、前中間会計期間末

と比較し従業員数は37人（71人）減少しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は「ローマイヤ労働組合」と称し、日本食品関連産業労働組合総連合会に属しております。 

当該労働組合の組合員数は13名であります。なお、労使関係は安定しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 加工食品事業 159 （216）  

     

合計 159 （216） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 129 (167 ） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国の経済は、企業業績の回復により設備投資の増加や個人消費の持ち直しなど景気

は 緩やかな拡大基調にありました。しかしながら、当加工食品業界においては、国際的な食糧の需給拡大等によ

る価格の上昇や原油価格の高騰による資材、配送経費等への影響など、依然として厳しい状況が続いておりま

す。  

 このような状況下で当社グループは、本年4 月1 日に製販分離し、販売部門を子会社のローマイヤ販売株式会

社および親会社のスターゼン株式会社に譲渡し、それぞれ独立採算による収益の改善を図るとともに、製造部門

については、生産体制の整備や生産効率の向上を図り、また、本社機能を栃木工場へ移転し管理機構の効率化、

経費の削減等を実施し、業績の改善に努めてまいりました。販売部門においても、新商品の開発、百貨店への販

売強化や店舗管理の効率化などに努めて、収益の改善を図ってまいりました。なお、当中間連結会計期間から子

会社であるローマイヤ販売株式会社を連結子会社として連結決算を開始いたしました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は34億84百万円となりましたが、原料価格の高騰や資材の

値上げなどの影響を受け、経常損失は1億17百万円、中間純損失は1億12百万円となりました。 

   

 事業の種類別では、加工食品事業の売上高は量販向け製品が順調に推移しましたが、中元ギフト製品が伸び悩

み、主力の食肉加工品は31億97百万円、惣菜製品等が2億85百万円となりました。 

その他事業では、社員食堂等の受託運営業務を前期末にて終業いたしましたので、不動産賃貸収入2百万円のみと

なりました。 

  

 また、ローマイヤ個別の売上高は32億67百万円（前年同期比5.8％減）となり、経常損失は49百万円（前年同期

経常損失1億5百万円）、中間純損失は69百万円（前年同期中間純損失1億22百万円）となりました。 

  

 なお、当中間連結会計期間は地位間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行って降

りません。（以下「（2）キャッシュ・フロー」及び「２ 生産・受注及び販売の状況」においても同じ。） 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前中間純損失の計上

及びたな卸資産の増加などによる支出を、短期貸付金の回収や短期借入金の純増で補いましたことから、当中間連

結会計期間末の現金及び現金同等物は67百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は１億８百万円となりました。これは主に、税

金等調整前純損失の計上1億35百万円及びたな卸資産の増加46百万円によるものであります. 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動の結果、得られた資金は70百万円となりました。これは主に、短期貸

付金の純減81百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果、得られた資金は39百万円となりました。これは主に、短期借

入金の純増40百万円によるものであります。 



２【生産・受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

（注）１．当中間連結会計期間より中間連結生産高を記載しております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注の状況 

 当社グループは見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

（注）１．当中間連結会計期間より中間連結販売実績を記載しております。 

    ２．当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

期別 

種類別 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

重量(kg) 構成比（%) 

加工食品事業     

  食肉加工品 3,814,089 94.3 

 その他惣菜等 231,379 5.7 

計 4,045,468 100.0 

期別 

種類別 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額(千円) 構成比(%) 

加工食品事業 3,482,257 99.9 

内、食肉加工品 3,197,228 91.7 

内、その他惣菜等 285,029 8.2 

その他事業 2,023 0.1 

計 3,484,280 100.0 

相手先 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額(千円) 割合(％） 

スターゼン株式会社 2,740,558 78.7 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、営業利益を黒字化させ、安定的な利益体質の確立を図ることが急務であると認識しております。

当社グループでは、平成19年4月に製販分離し、当社の営業部門を親会社及び子会社に譲渡し、それぞれ独立採算で

収益の改善を図っております。生産面では栃木・埼玉両工場では生産増強や生産性向上のための製造設備を充実さ

せ、営業面では新商品の開発や百貨店への販売強化を実施し、歳暮ギフトや秋冬向け惣菜の売上の増強を図ってまい

ります。また、平成19年8月には本社移転をしたことによる一層の経費削減を図ってまいります。 

 今後、上記の施策をさらに推進し、親会社でありますスターゼン株式会社からの協力のもと、業績改善を図ってま

いります。 

 なお、以下の施策を着実に実行に移し事業の拡大を図ってまいります。 

  （1） コンプライアンスの徹底 

  （2） 「ローマイヤブランド」製品の拡充と浸透 

  （3） 安全、安心な製品造りの徹底 

  （4） 新商品の開発とリニューアルの促進 

  （5） 生産体制、組織を見直し一層の効率化アップ 

  （6） 人材の育成 

  （7） 徹底した経費の削減 

  （8） 販路の拡大  

  

  

４【経営上の重要な契約等】 

(1）業務提携契約の締結 

 当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

(2）業務提携契約の終了 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは「食を通じて社会に貢献する」をビジョンに掲げており、「お客様第一主義」を基本理念としてお

ります。つまり、お客様には美味しく、安全であり、安心して召し上がっていただけることを基本コンセプトとして

新商品の開発に取り組んでおります。当社グループの新商品の開発は、栃木・埼玉の各工場の商品開発担当者及びロ

ーマイヤ販売株式会社の営業部員や販売部員に、スターゼン株式会社の国内営業本部の開発担当者を加えた構成で取

り組んでおり、更に、株式会社スターゼン商品開発研究所の協力のもと、消費者のニーズに沿った新商品の開発を行

なっております。 

 当中間連結会計期間では、ハム・ソーセージ類ではローストビーフや焼豚並びにソーセージなどの新商品を開発

し、新規発売しております。デリカ類ではグラタンやシチューなどのパック詰め商品のリニューアルなどを中心とし

て活動してきました。今後もローマイヤブランドにふさわしい商品を開発し、お客様のニーズに沿った美味しい安全

な商品造りに徹してまいります。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費は4,838千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありませ

ん。 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の増改築の計画は、次のとおりであります。  

 （注）上記の設備はスターゼン株式会社が取得し、当社グループが賃借する予定です。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

投資予定金額 着手及び完了予定年月 

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

 栃木工場 
 栃木県 

 那須塩原市  

 加工食品 

 事業 

 食肉製造 

 設備増改築 
170 0 平成19年10月 平成20年2月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 65,900,000 

計 65,900,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月25日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 31,337,000 31,337,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 31,337,000 31,337,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
－ 31,337 － 1,699,968 － 899,968 



(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が124千株あります。 

  平成19年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スターゼン株式会社 東京都港区港南２－５－７ 18,108 57.78 

岩倉 靖夫 三重県伊賀市 74 0.23 

ローマイヤ従業員持株会 栃木県那須塩原市島方457-4 66 0.21 

小田野 耕一 神奈川県川崎市麻生区 61 0.19 

常楽商工株式会社 東京都渋谷区神宮前６－12－18 50 0.15 

戸谷 義幸 東京都品川区 50 0.15 

吉田 茂 栃木県宇都宮市 46 0.14 

小松崎 壽文 茨城県東茨城郡茨城町 36 0.11 

古橋 洋一 茨城県桜川市 32 0.10 

三村 勝男 宮城県大崎市 32 0.10 

計   18,555 59.21 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株と、自己名義の株式1,000株が

含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義および自己名義の完全議決権株式に係る議決権

の数3個は含めておりません。 

   ② 【自己株式等】 

 （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。 

    なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）欄に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   124,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,765,000 30,762 － 

単元未満株式 普通株式     448,000 － － 

発行済株式総数 31,337,000 － － 

総株主の議決権 － 30,762 － 

  平成19年9月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株式
数（株） 

他人名義所有株式
数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 ローマイヤ㈱ 
 栃木県那須塩原 

 市島方457-4 
124,000 － 124,000 0.40 

計 － 124,000 － 124,000 0.40 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 146 142 143 142 141 130 

低（円） 139 139 139 139 117 116 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

(3）当中間連結会計期間（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）は、中間連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成18年４月１日至平成18年９月30日）の

中間財務諸表については、みすず監査法人及び太陽ＡＳＧ監査法人の中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）の中間連結財務諸表及び当

中間会計期間（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）の中間財務諸表については新日本監査法人の中間監査を受

けております。 

 なお、当社の監査人は以下のとおり交代しております。 

   前中間会計期間             みすず監査法人及び太陽ＡＳＧ監査法人 

   当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  67,061

２．売掛金  409,535

３．たな卸資産  338,964

４．その他  18,742

流動資産合計  834,303 31.9

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※１  

(1）土地 ※２  1,493,013

(2）その他 ※２  126,767 1,619,781

２．無形固定資産  

(1）のれん  100,000

(2）その他  12,776 112,776

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  22,989

(2）破産更生債権等  1,608

(3）差入保証金  16,037

(4）その他   6,178

貸倒引当金  △1,608 45,205

固定資産合計  1,777,763 68.0

Ⅲ 繰延資産  

１．繰延資産  1,511

繰延資産合計  1,511 0.1

資産合計  2,613,578 100.0 

   
 



   
当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  686,289

２．関係会社短期借入金 ※２  285,628

３．未払金 ※３  150,156

４．未払法人税等  10,233

５．賞与引当金  95,155

６．その他  60,521

流動負債合計  1,287,984 49.3

Ⅱ 固定負債  

１．繰延税金負債  4,986

２．退職給付引当金  47,118

３．役員退職慰労引当金  16,831

４．その他  504

固定負債合計  69,440 2.6

負債合計  1,357,425 51.9

   

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  1,699,968 65.0

２．資本剰余金  909,840 34.8

３．利益剰余金  △1,358,818 △52.0

４．自己株式  △14,271 △0.5

株主資本合計  1,236,718 47.3

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差
額金 

 7,625 0.3

評価・換算差額等合計  7,625 0.3

Ⅲ 少数株主持分  11,809 0.5

純資産合計  1,256,152 48.1

負債純資産合計  2,613,578 100.0 

   



②【中間連結損益計算書】 

   
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  3,484,280 100.0 

Ⅱ 売上原価  3,056,669 87.7

売上総利益  427,611 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  547,028 15.7

営業損失  119,416 △3.4

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  482

２．受取配当金  124

３．その他  5,098 5,705 0.1

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  1,674

２．新株発行費償却  1,511

３．その他  890 4,076 0.1

経常損失  117,787 △3.4

Ⅵ 特別利益  

１．貸倒引当金戻入益  1,969

２．投資損失引当金戻入益  3,500

３．受取保険金  1,443 6,912 0.2

Ⅶ 特別損失  

１．固定資産除却損 ※２  5,972

２．本社移転費用  3,450

３．役員退職慰労引当金繰
入額 

 15,227 24,649 0.7

税金等調整前中間純損
失 

 135,524 △3.9

法人税、住民税及び事
業税 

 5,343 5,343 0.1

少数株主損失  28,190 0.8

中間純損失  112,677 △3.2

   



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,699,968 909,840 △1,246,141 △12,729 1,350,937

中間連結会計期間中の変動額     

中間純損失（△）   △112,677   △112,677

自己株式の取得   △1,542 △1,542

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

    

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

  △112,677 △1,542 △114,219

平成19年９月30日 残高（千円） 1,699,968 909,840 △1,358,818 △14,271 1,236,718

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

平成19年３月31日 残高（千円） 9,110 1,360,047

中間連結会計期間中の変動額   

中間純損失（△）   △112,677

自己株式の取得   △1,542

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1,485 11,809 10,324

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△1,485 11,809 △103,894

平成19年９月30日 残高（千円） 7,625 11,809 1,256,152



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△）   △135,524

減価償却費   17,816

のれん償却額   20,000

繰延資産償却費   1,511

貸倒引当金の減少額   △361

投資損失引当金の減少額   △3,500

退職給付引当金の減少額   △9,272

役員退職慰労引当金の増加額   16,831

賞与引当金の増加額   19,536

固定資産除却損   5,972

受取利息及び受取配当金   △606

支払利息   1,674

売上債権の減少額   43,616

たな卸資産の増加額   △46,090

仕入債務の増加額   10,288

未払債務の増加額   4,930

未払消費税の減少額   △39,457

破産更生債権等の増加額   △1,608

その他   △441

小計   △94,685

利息及び配当金の受取額   606

利息の支払額   △1,665

法人税等の支払額   △12,865

営業活動によるキャッシュ・フロー   △108,609

    
 



    
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △9,318

無形固定資産の取得による支出   △1,533

短期貸付金の純減額   81,295

その他   △365

投資活動によるキャッシュ・フロー   70,079

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増額   40,628

自己株式の取得による支出   △1,542

財務活動によるキャッシュ・フロー   39,086

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   556

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   66,505

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高   67,061

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

 当社グループは当中間連結会計期間に１１９百万円の営業損失を計上し、また、当中間連結会計期間には営業

キャッシュ・フローも１０８百万円のマイナスとなっております。当該状況により、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消し、営業損益の黒字化を達成するために、平成19年4月に製販分離し、当社

の営業部門を親会社及び子会社に譲渡し、それぞれ独立採算で収益の改善を図ってまいりました。生産面では生

産体制の整備や生産効率の向上を図り、営業面では新商品投入や既存商品を見直すとともに積極的な販売活動を

進めてまいりました。また、平成19年８月に本社を栃木工場内に移転し経費の圧縮に努めるなど、経営改善に向

けて邁進してまいりました。しかしながら、主原料であります豚肉の価格高騰や原油の高値からの資材の値上が

りなどの影響を受け、当中間連結会計期間は当初計画した数値には至りませんでした。 

 下期は、原料価格の高騰を吸収するため一部製品を値上げし利益率の向上を図るとともに、生産面では栃木・

埼玉両工場では生産増強や生産性向上のための製造設備を充実させ、営業面では新商品の開発や百貨店への販売

強化を実施し、歳暮ギフトや秋冬向け惣菜の売上の増強を図ってまいります。また、下期には本社移転をしたこ

とによる一層の経費削減効果が現れると期待されますので、当初計画の達成に向け邁進してまいります。また、

資金面では、引き続きスターゼン株式会社の資金管理システムを利用し、資金調達及び運用の効率化を図り、資

金需要に応じた融資枠の限度額を設定してまいります。 

 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表

には反映しておりません。 

    

  

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 １社  

  連結子会社名  

  ローマイヤ販売株式会社  

(2）非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間期の末日は中間連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法  

   （評価差額は全部純資産直入法ににより処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産 

   商品・原材料  

    個別法による原価法 

   製品・仕掛品 

    先入先出法による原価法 

   貯蔵品 

    最終仕入原価法 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

   定率法によっております。ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額 

  法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物及び構築物            7年～31年 

    機械及び装置、工具器具及び備品    2年～15年 

 （追加情報） 

   法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい 

  て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、営業損失、経常損失及び税 

  金等調整前中間純損失はそれぞれ99千円増加しております。 

   また、平成19年度の法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人 

  税法に基づく減価償却方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得 

  価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却額に含めて計上しております。 

  これにより、営業損失、経常損失及び税金等調整前中間純損失がそれぞれ138千円増加しております。 

  ②無形固定資産 

   定額法を採用しております。なお、のれんは５年間の均等償却による定額法を採用し、自社利用のソフトウ 

  ェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

（ハ）繰延資産の処理方法 

  新株発行費 

   旧商法施行規則に規定する最長期間（３年間）で均等償却しております。 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （ニ）重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

   ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えて当中間連結会計期間の負担に属する支給見込み額を計上しております。 

  ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

   当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、直近の年金財政計算 

   上の責任準備金をもって退職給付債務としております。 

  ④役員退職慰労引当金 

    役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 

   （追加情報） 

     役員退職慰労金につきましては、従来支出時に費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間よ 

    り、内規に基づく中間期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。 

     この変更は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等 

    に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務委員会報告第42号 平成19年４月13日） 

    が公表されたことを機に、役員退職慰労引当金を役員在任期間にわたって合理的に費用配分することによ 

    り、期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図るために行ったものであります。 

     この変更により、当中間連結会計期間発生額1,603千円を販売費及び一般管理費に計上し、過年度発生額 

    15,227千円を特別損失に計上しております。 

     この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業損失および経常損失は1,603千円、税金等調整前中間純損

    失は16,831千円それぞれ増加しております。  

 （ホ）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の 

  賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 （ヘ）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております 

  

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲   

    手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

   165,176千円であります。 

 ※２．担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は、次のとおりです。 

   土 地    1,493,013千円 

工具器具備品    22,300千円 

     計     1,515,313千円 

      

     担保付債務は、次のとおりです。 

     関係会社借入金  285,628千円 

 ※３.消費税等の取扱 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払金に含めて表示しております。 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。  

    従業員給料手当                    167,448千円 

    運 賃                               96,433千円 

    減価償却費                           11,138千円 

    のれん償却費                         20,000千円 

    研究開発費                            4,838千円 

    賞与引当金繰入額                     13,094千円 

    役員退職慰労引当金繰入額              1,603千円 

    貸倒引当金繰入額                      1,608千円  

 ※２.固定資産除却損の内訳 

  建 物                   3,891千円   

  工具器具備品                2,080千円 

       計                                     5,972千円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）１． 普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

    ２． 前連結会計年度末株式数は個別の前事業年度末株式数を引用しております。  

    ２．配当に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末株式
数（千株） （注）2 

当中間連結会計期間増
加株式数（千株） 

当中間連結会計期間減
少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 31,337 － － 31,337 

合計 31,337 － － 31,337 

自己株式         

普通株式（注）1 113 11 － 124 

合計 113 11 － 124 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  （千円）

現金及び預金残高 67,061 

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物の中間期末残高 67,061 



（リース取引関係） 

項目 
当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

スリース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

    工具器具及び備品   機械装置及び建物  
車両及び運搬具、無形

固定資産 
  合計 

    （千円）   （千円）   （千円）   （千円） 

取得価額相当額   24,107  424,664  6,455  455,226

減価償却累計額相当額   15,211  246,661  4,608  266,482

中間期末残高相当額   8,895  178,002  1,846  188,744

    

  ２．未経過リース料中間期末残高相当額 

    （千円）

１年内 64,012

１年超 131,892

合計 195,904

    

  ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

    （千円）

支払リース料 40,196

減価償却費相当額 36,411

支払利息相当額 3,540

    

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。  

    

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

  

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

（当中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

（当中間連結会計期間） 

  該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

  該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 6,876 19,489 12,612 

合計 6,876 19,489 12,612 

  
当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,500 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

       加工食品事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める

      割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

       本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

       海外売上高がないため該当事項はありません。  



（１株当たり情報） 

 （注）１． １株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２． １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

      該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

１株当たり純資産額 39円87銭

１株当たり中間純損失 3円61銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

中間純損失（千円） 112,677 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る中間純損失（千円） 112,677 

期中平均株式数（千株） 31,217 

 
当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日) 

純資産の部の合計額（千円） 1,256,152 

純資産の合計額から控除する金額（千円） 11,809 

 （うち少数株主分） (11,809) 

普通株式に係る中間期末の純資産額（千円） 1,244,343 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普

通株式の数（千株） 
31,212 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   74,716   65,517 66,505   

２．売掛金   480,464   380,807 453,151   

３．たな卸資産   348,913   334,514 292,874   

４．短期貸付金   －   － 88,962   

５．その他   20,519   12,379 10,337   

６．貸倒引当金   △2,756   － △1,969   

流動資産合計     921,858 33.4 793,218 30.4   909,861 32.7

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産 ※１         

１．土地 ※２ 1,493,013   1,493,013 1,493,013   

２．その他 ※２ 146,129   102,846 140,010   

有形固定資産合
計 

  1,639,143     1,595,859 1,633,024   

(2)無形固定資産           

１．のれん   140,000   100,000 120,000   

２．その他   12,736   10,099 12,431   

無形固定資産合
計 

  152,736     110,099 132,431   

(3)投資その他の資産           

１．投資有価証券   20,725   22,989 25,300   

２．関係会社株式   －   60,000 60,000   

３．破産更生債権  
  等 

  －   1,608 －   

４．差入保証金   17,026   16,037 15,816   

５．投資損失引当 
  金 

  △3,500   － △3,500   

６．その他   9,463   5,328 6,548   

７．貸倒引当金   －   △1,608 －   

投資その他の資
産合計 

  43,715     104,354 104,165   

固定資産合計     1,835,595 66.4 1,810,314 69.5   1,869,621 67.2

Ⅲ 繰延資産           

 新株発行費   4,535   1,511 3,023   

繰延資産合計     4,535 0.2 1,511 0.1   3,023 0.1

資産合計     2,761,988 100.0 2,605,044 100.0   2,782,505 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   674,317   668,214 676,000   

２．短期借入金 ※２ 336,549   285,628 245,000   

３．未払金 ※３ 187,476   141,334 183,721   

４．未払法人税等   11,990   9,393 20,020   

５．賞与引当金   99,182   87,790 75,619   

６．その他   65,074   55,988 159,568   

流動負債合計     1,374,589 49.8 1,248,349 47.9   1,359,929 48.9

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   4,203   4,986 5,958   

２．退職給付引当金   69,401   47,118 56,391   

３．役員退職慰労引 
  当金 

  －   16,831 －   

４．その他   25,202   504 178   

固定負債合計     98,806 3.5 69,440 2.7   62,527 2.2

負債合計     1,473,396 53.3 1,317,790 50.6   1,422,457 51.1

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

(1)資本金     1,699,968 61.5 1,699,968 65.2   1,699,968 61.1

(2)資本剰余金           

１．資本準備金   899,968   899,968 899,968   

２．その他資本剰
余金 

  9,872   9,872 9,872   

資本剰余金合計     909,840 32.9 909,840 34.9   909,840 32.7

(3)利益剰余金           

１．その他利益剰
余金 

          

   繰越利益剰余 
   金 

  △1,316,434   △1,315,907 △1,246,141   

利益剰余金合計     △1,316,434 △47.6 △1,315,907 △50.5   △1,246,141 △44.8

(4)自己株式     △11,208 △0.4 △14,271 △0.5   △12,729 △0.4

株主資本合計     1,282,165 46.4 1,279,629 49.1   1,350,937 48.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

(1)その他有価証券評 
価差額金 

    6,426 0.3 7,625 0.3   9,110 0.3

評価・換算差額等
合計 

    6,426 0.3 7,625 0.3   9,110 0.3

純資産合計     1,288,592 46.7 1,287,254 49.4   1,360,047 48.9

負債純資産合計     2,761,988 100.0 2,605,044 100.0   2,782,505 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     3,470,583 100.0 3,267,756 100.0   7,262,700 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※３   2,947,015 84.9 3,012,898 92.2   6,031,344 83.0

売上総利益     523,568 15.1 254,858 7.8   1,231,356 17.0

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※３   626,135 18.0 306,677 9.4   1,256,637 17.3

営業損失     102,567 △2.9 51,818 △1.6   25,281 △0.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,796 0.1 5,561 0.2   9,696 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,364 0.2 3,350 0.1   10,928 0.2

経常損失     105,135 △3.0 49,606 △1.5   26,514 △0.4

Ⅵ 特別利益 ※４   12 0.0 6,912 0.2   12 0.0

Ⅶ 特別損失 ※５   10,284 0.3 22,569 0.7   12,366 0.1

税引前中間（当
期）純損失 

    115,406 △3.3 65,263 △2.0   38,867 △0.5

法人税、住民税
及び事業税 

    7,310 0.2 4,503 0.1   13,556 0.2

中間（当期）純
損失 

    122,717 △3.5 69,766 △2.1   52,424 △0.7

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年3月31日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,193,716 △9,711 1,406,379 

中間会計期間中の変動額     

中間純損失（△）   △122,717   △122,717 

自己株式の取得   △1,496 △1,496 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △122,717 △1,496 △124,214 

平成18年9月30日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,316,434 △11,208 1,282,165 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年3月31日残高（千円） 9,865 1,416,245 

中間会計期間中の変動額  

中間純損失（△）   △122,717 

自己株式の取得   △1,496 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△3,438 △3,438 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△3,438 △127,653 

平成18年9月30日残高（千円） 6,426 1,288,592 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年3月31日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,246,141 △12,729 1,350,937

中間会計期間中の変動額     

中間純損失（△）   △69,766   △69,766

自己株式の取得   △1,542 △1,542

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △69,766 △1,542 △71,308

平成19年9月30日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,315,907 △14,271 1,279,629

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成19年3月31日残高（千円） 9,110 1,360,047

中間会計期間中の変動額  

中間純損失（△）   △69,766

自己株式の取得   △1,542

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△1,485 △1,485

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△1,485 △72,793

平成19年9月30日残高（千円） 7,625 1,287,254



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年3月31日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,193,716 △9,711 1,406,379

事業年度中の変動額     

当期純損失（△）   △52,424   △52,424

自己株式の取得   △3,017 △3,017

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

    

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △52,424 △3,017 △55,442

平成19年3月31日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,246,141 △12,729 △1,350,937

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年3月31日残高（千円） 9,865 1,416,245

事業年度中の変動額  

当期純損失（△）   △52,424

自己株式の取得   △3,017

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△755 △755

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△755 △56,197

平成19年3月31日残高（千円） 9,110 1,360,047



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）純
損失（△） 

  △115,406 △38,867

減価償却費   19,398 38,823

のれん償却額   20,000 40,000

繰延資産償却費   1,511 3,023

退職給付引当金の減少
額 

  △13,598 △26,608

貸倒引当金の増加額   1,036 250

賞与引当金の増減額 
（減少△） 

  18,735 △4,828

固定資産除却損   4,134 6,216

固定資産売却益   △12 △12

受取利息及び受取配当
金 

  △163 △395

支払利息   2,947 4,806

売上債権の増加額   △119,663 △92,324

たな卸資産の増減額 
（増加△） 

  △38,217 17,822

仕入債務の増加額   83,726 85,409

未払債務の増加額   43,882 9,240

その他   △5,252 4,469

小計   △96,941 47,024

利息及び配当金の受取
額 

  163 395

利息の支払額   △2,666 △4,536

法人税等の支払額   △10,505 △10,505

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △109,951 32,378

 



    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △60,899 △69,307

有形固定資産の売却に
よる収入 

  7,343 7,343

子会社株式の取得によ
る支出 

  － △60,000

短期貸付金の純増減額 
（増加△） 

  76,996 △11,965

差入保証金の回収によ
る収入 

  16,652 17,862

子会社株式払込金の預
り金の純増額 

  － 100,000

その他   △2,030 △3,341

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  38,062 △19,408

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増額   336,549 245,000

長期借入金の返済によ
る支出 

  △283,000 △283,000

自己株式の取得による
支出 

  △1,496 △3,017

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  52,052 △41,017

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △19,836 △28,047

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  94,553 94,553

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  74,716 66,505

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は前中間会計期間194百万円、前事業

年度234百万円、当中間会計期間に102百万円

と継続して営業損失を計上しております。当

該状況により、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

 当中間会計期間においては、当社は当該状

況を解消し、営業利益の黒字化を達成するた

めに、前事業年度に譲り受けした栃木工場と

の統合効果を最大限発揮することを目的とし

て、生産面では、埼玉・栃木両工場の生産品

目のすみわけによる生産効率の向上、両工場

での共同購入によるコスト低減、仕入や在庫

などの管理基準の統一化などを図ってまいり

ました。営業面では、業務用食材の新チャネ

ルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新

商品の投入と拡売などにより売上拡大を図っ

てまいりました。その結果、売上高は34億70

百万円で前中間会計期間の3.5倍に伸び、営

業利益はほぼ計画どおりの１億2百万円の損

失となりました。 

 当社の業績はギフトの売上高に影響される

ため、下期のギフトの売上高は上期より大幅

に増加するという季節的要因をかかえてお

り、人件費や経費などの固定費は年間を通じ

てほぼ均等に発生するため、事業年度の上期

と下期の業績には著しい相違があります。下

期に向けては、年次計画の修正を行い、歳暮

ギフトやおせち料理の売上増強を図り、更

に、グラタンをはじめとする秋冬型商品を拡

売してまいります。また、一層の生産の効率

化、新商品の開発強化、全社的な経費削減に

取り組み、親会社でありますスターゼン株式

会社からの協力のもと、業績改善を図り、営

業利益の黒字化を達成することを計画してお

ります。また、資金面では、引き続きスター

ゼン株式会社の資金管理システムを活用し、

資金調達及び運用の効率化を図り、資金需要

に応じた融資枠の限度額を設定してまいりま

す。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を

中間財務諸表には反映しておりません。 

 当社は前中間会計期間１０２百万円、前事

業年度２５百万円、当中間会計期間に５１百

万円と継続して営業損失を計上しおります。

当該状況により、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。  

 当社は、当該状況を解消し、営業損益の黒

字化を達成するために、平成19年4月に営業

部門を親会社及び子会社に譲渡したことによ

り当社は製品づくりに特化し、経営資源を製

造事業に集中し、生産体制の整備や生産効率

の向上を図り、また、平成19年8月に本社を

栃木工場内に移転し経費の圧縮に努めるな

ど、経営改善に向けて邁進してまいりまし

た。しかしながら、主原料であります豚肉の

価格高騰や原油の高値からの資材の値上がり

などの影響を受け、当中間会計期間は当初計

画した数値には至りませんでした。  

 下期は、原料価格の高騰を吸収するため一

部製品を値上げし利益率の向上を図るととも

に、栃木・埼玉両工場では生産増強や生産性

向上のための製造設備を充実させ、歳暮ギフ

トや秋冬向け惣菜の売上の増強を図りってま

いります。また、下期には本社移転をしたこ

とによる一層の経費削減効果が現れると期待

されますので、当初計画の達成に向け邁進し

てまいります。また、資金面では、引き続き

スターゼン株式会社の資金管理システムを利

用し、資金調達及び運用の効率化を図り、資

金需要に応じた融資枠の限度額を設定してま

いります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を

中間財務諸表には反映しておりません。 

 当社は前事業年度２３４百万円、当事業年

度２５百万円の継続的な営業損失を計上して

おります。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。  

  当社は、当該状況を解消し、営業利益の黒字

化を達成するために、生産面では、埼玉・栃木

両工場での共同購入によるコスト低減、仕入や

在庫などの管理基準を統一し効率化を図ってま

いりました。商品開発につきましては、社内横

断的な開発プロジェクトチームを結成し安全安

心な新商品開発に努め、営業面では、業務用食

材の新チャネルの開拓、ギフトの販路拡大、直

販店での新商品の投入と拡売などにより売上の

拡大を図ってまいりました。また、全社的に経

費の削減に取り組んでまいりました。 

当事業年度は、業務用食肉製品は堅調に推移し

たものの、中元・歳暮のギフト製品や百貨店及

び量販店向けのデリカ製品が計画に届きません

でした。従いまして、売上高はほぼ計画通りに

推移したものの、デリカ製品や一部ＯＥＭ製品

の受注の減少などにより生産量の減少や原料や

資材コストの高止まりの要因も加わり、営業利

益では２５百万円の損失となり、黒字化には僅

かに届きませんでした。 

  当社は一昨年の１０月に栃木ゼンチク株式会

社の営業を全部譲り受け、その効果を最大限発

揮すべく改革を進めてまいり、その結果、業績

は改善に向かっております。今回更に、製販分

離し、それぞれの独立採算で収益の改善を図る

ことにいたしました。具体的には、当社は本年

4月よりハム・ソーセージやデリカ製品などの

製造事業に専念し、営業部門は平成１９年３月

２０日に設立した子会社（ローマイヤ販売株式

会社）及び親会社でありますスターゼン株式会

社に譲渡することにいたしました。また、給食

や寮管理などの受託業務からは撤退するととも

に、本社を栃木工場へ移転し間接部門の合理化

を図るなど、引き続き全社的な経費削減に取り

組み、スターゼン株式会社からの協力のもと、

業績改善を図ってまいります。また、資金面で

は、引き続きスターゼン株式会社の資金管理シ

ステムを利用し、資金調達及び運用の効率化を

図り、資金需要に応じた融資枠の限度額を設定

してまいります。 

  財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を財務諸表

には反映しておりません。  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

     － 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格などに基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

    子会社株式 

   移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

     同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

  子会社株式 

        同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格などに基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

商品 個別法による原価法 

製品 先入先出法による原価法 

原材料 個別法による原価法 

仕掛品 先入先出法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

  

          同左 

  

  

  

  

  

         同左 

  

   

 

  

 （会計方針の変更） 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従

来、埼玉工場では、商品については最終仕入

原価法、製品及び仕掛品については売価還元

原価法、原材料については先入先出法による

原価法によっており、栃木工場では、商品及

び原材料については個別法による原価法、製

品及び仕掛品については先入先出法による原

価法を採用しておりましたが、当中間会計期

間より両工場で統一し、商品及び原材料につ

いては個別法による原価法、製品及び仕掛品

については先入先出法による原価法に変更い

たしました。 

 この変更は、平成17年10月１日に株式会社

栃木ゼンチク（現・栃木工場）の営業全部を

譲り受けたことを契機とし、仕入や在庫など

の管理基準の統一化が確立されたことに伴

い、埼玉工場及び栃木工場での評価基準及び

評価方法を統一し、より適正かつ迅速に在庫

金額を把握し、より適正な期間損益計算を行

うことを目的として行われたものでありま

す。 

 この変更により、従来の方法と比べ、たな

卸資産は758千円減少し、営業損失、経常損失

及び税引前中間純損失は同額増加しておりま

す。  

  

－ 

 （会計方針の変更） 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従

来、埼玉工場では、商品については最終仕

入原価法、製品及び仕掛 品については売

価還元原価法、原材料については先入先出

法による原価法によっており、栃木工場で

は、商品及び原材料については個別法によ

る原価法、製品及び仕掛品については先入

先出法による原価法を採用しておりました

が、当事業年度より両工場で統一し、商品

及び原材料については個別法による原価

法、製品及び仕掛品については先入先出法

による原価法に変更いたしました。 

 この変更は、平成17年10月1日に株式会社

栃木ゼンチク（現・栃木工場）の営業全部

を譲り受けたことを契機とし、仕入や在庫

などの管理基準の統一化が確立されたこと

に伴い、埼玉工場及び栃木工場での評価基

準及び評価方法を統一し、より適正かつ迅

速に在庫金額を把握し、より適正な期間損

益計算を行うことを目的として行われたも

のであります。 

 この変更により、従来の方法と比べ、た

な卸資産は、1,211千円増加し、営業損失、

経常損失及び当期純損失は同額減少してお

ります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．減価償却資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 当社は定率法によっております。ただ

し平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物及び構築物   15年～24年 

 工具器具及び備品  ５年～６年 

２．減価償却資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 当社は定率法によっております。ただ

し平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物及び構築物   7年～31年 

 機械装置工具器具及び備品  

            2年～15年 

２．減価償却資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 当社は定率法によっております。ただ

し平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物及び構築物   17年～39年 

 機械装置及び運搬具 ６年～９年 

  

  

 (会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間会計期間

より、平成19年4月1日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、営業損失、経常損失及び税引

前中間純損失はそれぞれ99千円増加してお

ります。 

（追加情報） 

 平成19年度の法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却方

法の適用により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却額に含めて計

上しております。 

これにより、営業損失、経常損失及び税引

前中間純損失がそれぞれ138千円増加してお

ります。  

  

  

(2）無形固定資産  

 定額法を採用しております。なお、の

れんは５年間の均等償却による定額法を

採用し、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。  

(2）無形固定資産  

  

       同左 

 (2）無形固定資産 

  

        同左 

３．繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

 旧商法施行規則に規定する最長期間（３

年間）で、均等償却しております。 

３．繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

        同左 

３．繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

         同左  

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えて当中間会

計期間の負担に属する支給見込み額を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えて当期の負

担に属する支給見込み額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。なお、直近の年金

財政計算上の責任準備金をもって退職給

付債務としております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上しております。なお、直近の年金財政

計算上の責任準備金をもって退職給付債

務としております。 

(4）投資損失引当金 

 関係会社株式等の価値の減少による損

失に備えるため、投資先の財政状態等を

勘案し、個別検討による必要額を計上し

ております。 

(4） 

－ 

(4）投資損失引当金 

   関係会社株式等の価値の減少による損失

  に備えるため、投資先の財政状態等を勘案

  し、個別検討による必要額を計上しており

  ます。 

（5） 

 － 

（5） 役員退職慰労引当金  

 役員退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

（会計処理の変更） 

 役員退職慰労金につきましては、従来

支出時に費用として処理しておりました

が、当中間会計期間より、内規に基づく

中間会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更いたし

ました。 

 この変更は、「租税特別措置法上の準

備金及び特別法上の引当金又は準備金並

びに役員退職慰労引当金等に関する監査

上の取扱い」（日本公認会計士協会 監

査・保証実務委員会報告第42号 平成19

年４月13日）が公表されたことを機に、

役員退職慰労引当金を役員在任期間にわ

たって合理的に費用配分することによ

り、期間損益の適正化及び財務内容の健

全化を図るために行ったものでありま

す。 

 この変更により、当中間会計期間発生

額1,603千円を販売費及び一般管理費に

計上し、過年度相当額15,227千円を特別

損失に計上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と

比べ、営業損失および経常損失は1,603

千円、税引前中間純損失は16,831千円そ

れぞれ増加しております。 

（5） 

  － 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

 ６． 

  

        － 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

同左 

７．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

         － 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月9日）を適用しております。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（貸借対照表） 

 前中間会計期間において、「営業

権」として掲記されていたものは、当

中間会計期間から「のれん」と表示し

ております。 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間において、「営業権

償却費」として掲記されていたもの

は、当中間会計期間から「のれん償却

費」と表示しております。 

  

－ 

  

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

  （千円） （千円） （千円） 

※１．有形固定資産減価

償却累計額 

150,279 156,744 164,348 

※２．担保資産      

イ．担保差入資産      

土地 1,493,013 1,493,013 1,493,013 

その他の有形固定

資産 
22,300 22,300 22,300 

ロ．債務の内容      

短期借入金 336,549 285,628 245,000 

※３．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、未払金に含めて表示し

ております。その金額は20,413千円

です。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、未払金に含めて表示し

ております。その金額は2,103千円

です。 

－ 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （千円） （千円） （千円） 

※１．営業外収益の主要項目      

受取利息 93 367 295 

受取配当金 69 124 100 

※２．営業外費用の主要項目      

支払利息 2,947 1,673 4,806 

※３．減価償却実施額      

有形固定資産 13,319 7,894 28,788 

無形固定資産 21,191 21,043 42,425 

※４．特別利益の主な内訳      

貸倒引当金戻入益 － 1,969 － 

固定資産売却益 12 － 12 

投資損失引当金戻入

益  
－ 3,500 － 

受取保険金 － 1,443 － 

※５．特別損失の主な内訳      

固定資産除却損 4,134 3,891 6,216 

本社移転費用 6,150 3,450 6,150 

役員退職慰労引当金

繰入額 

－ 15,227 － 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注） 普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注） 普通株式の自己株式の株式数の増加11千株は、単元未満株式の買取による増加であります。  

  

     前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注） 普通株式の自己株式の株式数の増加20千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 31,337 － － 31,337 

合計 31,337 － － 31,337 

自己株式         

普通株式（注） 93 9 － 103 

合計 93 9 － 103 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 113 11 － 124 

合計 113 11 － 124 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数 
（千株） 

発行済株式         

普通株式 31,337 － － 31,337 

合計 31,337 － － 31,337 

自己株式         

普通株式（注） 93 20 － 113 

合計 93 20 － 113 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

  （千円）

現金及び預金残高 74,716 

預金期間が３ヶ月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物の

中間期末残高 
74,716 

  （千円）

現金及び預金残高 66,505 

預金期間が３ヶ月を超

える定期預金 
－ 

現金及び現金同等物の

期末残高 
66,505 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件

の所有権が借

主に移転する

と認められる

もの以外のフ

ァイナンスリ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

   
工具器具

及び備品
 
機械装置

及び建物
 

車輌及び

運搬具、

無形固定

資産 

  合計 

   （千円） （千円） （千円）  （千円） 

取得価額

相当額 
  33,816  417,176  8,005  458,998

減価償却

累計額相

当額 

  19,481  231,331  3,342  254,155

中間期末

残高相当

額 

  14,334  185,844  4,663  204,842

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

   
工具器具

及び備品
 
機械装置

及び建物
 

車輌及び

運搬具、

無形固定

資産 

  合計 

   （千円） （千円）  （千円）  （千円）

取得価額

相当額 
  24,107  424,664  6,455  455,226

減価償却

累計額相

当額 

  15,211  246,661  4,608  266,482

中間期末

残高相当

額 

  8,895  178,002  1,846  188,744

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

   
工具器具

及び備品 
 
機械装置

及び建物 
 

車輌及

び運搬

具、無

形固定

資産 

  合計 

   （千円）  （千円）  
（千

円） 
 （千円）

取得価額

相当額 
  27,416  438,768  6,455  472,640

減価償却

累計額相

当額 

  15,690  230,478  3,927  250,096

期末残高

相当額 
  11,726  208,290  2,528  222,544

        

  ２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

    （千円）

１年内 66,790

１年超 145,631

合計 212,422

  （千円）

１年内 64,012

１年超 131,892

合計 195,904

  （千円）

１年内 66,883

１年超 163,282

合計 230,166

        

  ３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

    （千円）

支払リース料 39,625

減価償却費相当額 35,855

支払利息相当額 3,501

  （千円）

支払リース料 40,196

減価償却費相当額 36,411

支払利息相当額 3,540

  （千円）

支払リース料 81,606

減価償却費相当額 73,833

支払利息相当額 7,545

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失 

 はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（当中間会計期間） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,595 17,225 10,629 

合計 6,595 17,225 10,629 

  
前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,500 

  

前事業年度末（平成19年３月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,732 21,800 15,068 

合計 6,732 21,800 15,080 

  
前事業年度末（平成19年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,500 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

（前事業年度） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

（前中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

（前事業年度） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 41円26銭

１株当たり中間純損失 3円93銭

１株当たり純資産額 41円24銭

１株当たり中間純損失 2円23銭

１株当たり純資産額 43円56銭

１株当たり当期純損失 1円68銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失が計上されており、また、

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失が計上されており、また、

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間純損失又は当期純損失 （千円） 122,717 69,766 52,424 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間純損失又は当期純損

失（千円） 
122,717 69,766 52,424 

期中平均株式数（千株） 31,239 31,217 31,233 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第73期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

   事業年度（第73期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年９月12日関東財務局長に提出 

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月20日 

ローマイヤ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岩瀬 佐千世  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 新居 伸浩   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているローマイヤ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、ローマイヤ株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間に119百万円と営業損失を計上

し、また営業キャッシュ・フローも108百万円のマイナスとなっており、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に対する事業計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ローマイヤ

株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間に１０２百万円と継続して営業損失を計上しており、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する事業計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      

太陽ＡＳＧ監査法人 

  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 遠 藤   了 

      

  業務執行社員 公認会計士 小笠原   直 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月20日 

ローマイヤ株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 岩瀬 佐千世  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 新居 伸浩   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているローマイヤ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第74期事業年度の中間会計期

間（平成19年4月1日から平成19年3月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間

財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ローマイヤ株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前中間会計期間102百万円、前事業年度25百万円、当

中間会計期間に51百万円と継続して営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

いる。当該状況に対する事業計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 
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